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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       22,590     2.0         929    47.5       1,238    41.0

14年 3月期       22,149    △7.8         630   △33.4         878   △33.9

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期         △843 －         △32.34     △3.3      3.0     5.5

14年 3月期       △1,712－         △65.65 －     △6.4      2.0     4.0

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期     26,069,683株 14年 3月期     26,079,593株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期          10.00          5.00          5.00         260      1.0

14年 3月期          10.00          5.00          5.00         260－      1.0

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期       40,248      24,874     61.8         956.71

14年 3月期       43,637      25,886     59.3         992.62

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期     26,000,124株 14年 3月期     26,078,243株
2.期末自己株式数 15年 3月期         80,272株 14年 3月期          1,653株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       11,700         750         320          5.00－ －

通 期       23,500       1,400         400－           5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          15円 38銭

※ 上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 算 出 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 さ ま ざ ま な
要 因 に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 上 記 の 予 想 に 関 連 す る 事 項 に つ い て は 、 添 付 資 料
6ペ ー ジ の 「3.経 営 成 績 及 び 財 政 状 態1.経 営 成 績(2)次 期 の 業 績 見 通 し 」 を ご 参 照 下 さ い 。



１０．個別財務諸表等
１０－１．貸  借  対  照  表

単位：百万円（未満切捨て）
期　　別 当　　　　　　期 前　　　　　　期

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）　
科　　目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額
（  資 産 の 部  ） ％ ％

流  動　資　産
現 金 及 び 預 金 2,709 3,033 △ 324
受 取 手 形 1,241 2,759 △ 1,517
売 掛 金 6,731 6,924 △ 192
製 品 680 811 △ 131
半 製 品 及 び 仕 掛 品 89 87 1
原 材 料 743 912 △ 169
貯 蔵 品 2 2 △ 0
繰 延 税 金 資 産 112 124 △ 12
未 収 収 益 2 4 △ 1
短 期 貸 付 金 53 98 △ 44
未 収 入 金 254 191 62
そ の 他 50 62 △ 12
貸 倒 引 当 金 △ 41 △ 46 5
流 動 資 産 合 計 12,630 31.4 14,967 34.3 △ 2,337
固  定  資  産

建 物 2,012 2,095 △ 82
構 築 物 1,682 1,636 46
機 械 及 び 装 置 2,230 2,215 15
工具・器具及び備品 268 287 △ 19
土 地 5,922 5,935 △ 13
建 設 仮 勘 定 38 26 12
そ の 他 20 37 △ 17
有 形 固 定 資 産 合 計 12,175 30.3 12,233 28.0 △ 58

施 設 利 用 権 等 59 60 △ 1
ソ フ ト ウ ェ ア 39 34 5
無 形 固 定 資 産 合 計 98 0.2 95 0.2 3

投 資 有 価 証 券 4,147 4,886 △ 739
関 係 会 社 株 式 1,653 1,653 0
出 資 金 175 212 △ 36
関 係 会 社 出 資 金 351 329 21
長 期 貸 付 金 10 10 0
関係会社長期貸付金 8,338 7,887 450
長 期 前 払 費 用 37 47 △ 10
繰 延 税 金 資 産 2,550 2,382 167
長 期 預 け 金 287 287 0
そ の 他 361 508 △ 147
貸 倒 引 当 金 △ 2,568 △ 1,865 △ 703
投資その他の資産合計 15,344 38.1 16,341 37.5 △ 997
固 定 資 産 合 計 27,618 68.6 28,670 65.7 △ 1,051

資   産   合   計　 40,248 100.0 43,637 100.0 △ 3,388

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

対前期増減
 ( △印 減 ）
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単位：百万円（未満切捨て）
期　　別 当　　　　　　期 前　　　　　　期

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）
科　　目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額
（  負 債 の 部  ） ％ ％

流  動　負  債
買 掛 金 4,088 3,937 150
短 期 借 入 金 4,200 6,600 △ 2,400
一年以内に返済予定の
長 期 借 入 金

577 577   ―

未 払 金 386 285 101
未 払 費 用 287 281 6
未 払 法 人 税 等 276 19 256
未 払 消 費 税 等 64 101 △ 36
預 り 金 39 233 △ 194
設 備 関 係 未 払 金 365 198 166
そ の 他 2 2 0
流 動 負 債 合 計 10,288 25.6 12,236 28.1 △ 1,947
固  定　負  債
長 期 借 入 金 3,993 4,571 △ 577
退 職 給 付 引 当 金 44 ―  44
関係会社事業損失引当金 408 270 138
役員退職慰労引当金 638 672 △ 34
固 定 負 債 合 計 5,085 12.6 5,514 12.6 △ 428
負 債 合 計 15,374 38.2 17,751 40.7 △ 2,376
（  資 本 の 部  ）

資　　本　　金   ―   ― 10,012 22.9 △ 10,012
資  本  準  備  金   ―   ― 9,744 22.3 △ 9,744
利　益　準　備　金   ―   ― 501 1.2 △ 501
そ の 他 の 剰 余 金 
任 意 積 立 金   ― 7,962 △ 7,962
当 期 未 処 分 利 益   ― △1,490 1,490
その他の剰余金合計   ―   ― 6,472 14.8 △ 6,472
その他有価証券評価差額金   ―   ― △844 △ 1.9 844
自　己　株　式   ―   ― △0 △ 0.0 0
資 本 合 計   ―   ― 25,886 59.3 △ 25,886
（  資 本 の 部  ）

資　　本　　金 10,012 24.9   ―   ― 10,012
資  本  剰  余  金
資 本 準 備 金 9,744   ― 9,744
資 本 剰 余 金 合 計 9,744 24.2   ―   ― 9,744
利　益　剰　余　金
利 益 準 備 金 501   ― 501
任 意 積 立 金 6,068   ― 6,068
当 期 未 処 分 利 益 △700   ― △ 700
利 益 剰 余 金 合 計 5,869 14.6   ―   ― 5,869
その他有価証券評価差額金 △724 △ 1.8   ―   ― △ 724
自　己　株　式 △27 △ 0.1   ―   ― △ 27
資 本 合 計 24,874 61.8   ―   ― 24,874
負 債 及 び 資 本 合 計 40,248 100.0 43,637 100.0 △ 3,388

対前期増減
 ( △印 減 ）
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貸借対照表注記                  

 当      期  前      期 

             百万円              百万円

１． 有形固定資産減価償却累計額 17,347  16,643  

２． 関係会社に対する資産及び負債

受 取 手 形 119  163  

売 掛 金 48  52  

短 期 貸 付 金 46  92  

長 期 預 け 金 287  287  

買 掛 金 974  871  

３． 担 保 提 供 資 産 1,912  1,723  

４． 保 証 債 務 高 863  1,301  

５． １株当たり当期純利益 △32 円 34 銭 △65 円 65 銭

６． 受取手形の債権流動化による譲渡高 1,013  ―　

（うち譲渡残高） (913) ―　

７． 期末日満期手形の会計処理

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって、決済処理しております。なお、

前期末日は、金融機関の休日であったため、次の前期末日満期手形が前期末残高に含ま

れております。
受取手形 －百万円 423 百万円

８． 当社は、資金調達の効率化および安定化をはかるために特定融資枠（コミットメントライン）

契約を締結しております。この契約に基づく期末の借入未実行残高は次の通りであります。

特定融資枠の総額 5,000 百万円 5,000 百万円

期末借入実行残高 500 百万円 2,000 百万円

期末未使用枠残高 4,500 百万円 3,000 百万円
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１０－２．損  益　計  算  書

単位：百万円（未満切捨て）
期　　別 当　　　　　　期 前　　　　　　期

自平成 14年 ４月  １日 自平成 13年 ４月  １日

至平成 15年 ３月３１日 至平成 14年 ３月３１日

  科　　目 金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 対前期比
％ ％ ％

売        上        高 22,590 100.0 22,149 100.0 440 102.0
売     上    原     価 17,571 77.8 17,386 78.5 185 101.1
売 上 総 利 益 5,018 22.2 4,762 21.5 255 105.4

販  売  費 及び一般管理費
運 搬 費 1,072 1,077 △ 5
役 員 報 酬 94 119 △ 25
従 業 員 給 料 手 当 577 565 11
従 業 員 賞 与 172 154 18
退職給付引当金繰入額 94 39 55
役員退職慰労引当金繰入額 22 28 △ 5
福 利 厚 生 費 135 126 9
租 税 公 課 41 69 △ 27
減 価 償 却 費 93 115 △ 22
研 究 開 発 費 948 980 △ 31
そ の 他 834 855 △ 20

計 4,088 18.1 4,132 18.7 △ 43 98.9
営 業 利 益 929 4.1 630 2.8 299 147.5

営   業   外   収   益
受取利息及び配当金 235 159 75
そ の 他 232 228 4

計 468 2.1 387 1.8 80 120.8
営   業   外   費   用
支 払 利 息 116 76 39
そ の 他 42 63 △ 20

計 159 0.7 140 0.6 19 113.8
経 常 利 益 1,238 5.5 878 4.0 360 141.0

特     別    利     益 211 0.9 497 2.2 △ 286 42.5
特     別    損     失 2,227 9.8 3,709 16.7 △ 1,481 60.1
税 引 前 当 期 純 利 益 △778 △3.4 △2,334 △10.5 1,556 ―

法 人 税、住民税及び事業税 340 1.5 79 0.4 261 430.4
法  人  税  等  調  整  額 △274 △1.2 △701 △3.2 426 ―
当 期 純 利 益 △843 △3.7 △1,712 △7.7 869 ―

前  期  繰  越  利  益 272 351 △ 78 77.6
中   間   配   当   額 130 130 △ 0 100.0
当 期 未 処 分 利 益 △700 △1,490 790   ―

対 前 期 増 減

( △印 減 ）
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損益計算書注記                  
当 期 前 期

百万円 百万円
（１）関係会社との取引高

売 上 高 339 467

売上原価（製品仕入高） 543 538
受 取 配 当 金 90 76
その他の営業外収益
( 不 動 産 賃 貸 料 )

53 53

（２）その他の営業外収益の主な内訳
不 動 産 賃 貸 料 125 146

（３）特別利益及び特別損失の主な内訳

特 別 利 益

211 296

― 129

― 72
特 別 損 失

― 267

1,296 1,462
― 827
703 956
138 152
88 36

重要な会計方針                   
（１）有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …………………移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの ………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　(評価差額は全部資本直入法により処理し、
　　　売却原価は移動平均法により算定)

　時価のないもの ………………………………移動平均法による原価法
（２）デリバティブの評価基準および評価方法………時価法
（３）たな卸資産の評価基準および評価方法…………移動平均法による原価法
（４）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産………………定率法。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物
　　　　　　　　　　　　　　　附属設備を除く）については､定額法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
　　　　　　　　　　　　　　  建物………5～50年
　　　　　　　　　　　　　    構築物……7～35年
　　　　　　　　　　　 　　　 機械装置…4～17年
　　　無形固定資産………………定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
　　　　　　　　　　　   　   る利用可能期間（５年）に基づく定額法。

固 定 資 産 売 却 益

関係会社出資金評価損
投資有価証券評価損
関係会社株式評価損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

関係会社事業損失引当金戻入益

退職給付引当金戻入益

関係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額

投資有価証券売却損
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（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨へ換算し、換算差額は損益として
　　　処理しております。
（６）引当金の計上方法
　　　貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
        　　　 　　　     　　倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
        　　  　　     　　　 に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
　　  退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
　　　　　　　　　    　　 　 及び年金資産見込額に基づき計上しております。数理計算上の
　　　　　　 　　　    　　 　差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
　　　　 　  　　　　 　   　 間以内の一定の年数（１４年）による定率法によりそれぞれ発生の
　　　　 　　　　   　　 　 　翌期から費用処理することとしております。
　　　関係会社事業損失引当金…関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容
                            　等を勘案して、当社が負担することとなる損失見込額のうち、当
　　  　         　　　　　　 該関係会社に対して計上している貸倒引当金を超過する金額に
　  　　 　            　　　 ついて計上しております。
　　  役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
　　　　　　　 　　 　    　　額を計上しております。
（７）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（８）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては特例処理の条件を充た
　　　している場合には特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段………金利スワップ
　　　ヘッジ対象………借入金
③ヘッジ方針

　　　金利変動リスクの低減のために、対象負債の範囲内でヘッジを行うこととしております。
④ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動
　　　の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎に
　　　して判断することとしております。
（９）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
（１０）自己株式及び法定準備金取崩等会計
　　　「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年
　　　4月1日以後に適用されることになったことに伴い、当期から同基準によっております。これによ
　　　る当期の損益に与える影響はありません。
　　　　なお、財務諸表等規則の改正により、当期から「資本準備金」は「資本剰余金」の内訳と「利
　　　益準備金」「任意積立金」「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳として表示しております。
（１１）１株当たり情報
　　　「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「１株当たり当期純利
　　　益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4月1日以後開
　　　始する事業年度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準
　　　及び適用指針によっております。これによる１株当たり当期純利益に与える影響はありません。
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１０－３．利　益　処　分　案  

単位：千円（未満切捨て）
期　　別 当　　　　　　期 前　　　　　　期

自平成 14年 ４月  １日 自平成 13年 ４月  １日

科　　目 至平成 15年 ３月３１日 至平成 14年 ３月３１日

△700,715 △1,490,917 790,202

別 途 積 立 金 取 崩 額 1,100,000 2,000,000 △ 900,000

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 866 1,351 △ 485

固定資産圧縮積立金取崩額 23,106 28,103 △ 4,996

合            計 423,257 538,537 △ 115,279

これを次のとおり処分いたします

配 当 金 130,000 130,393 △ 393
( １ 株 に つ き
普通配当５円)

( １ 株 に つ き
普通配当５円)

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ― 135,280 △ 135,280

次 期 繰 越 利 益 293,256 272,863 20,393

（注）(当期)平成14年12月10日に130,382千円(１株につき５円)の中間配当を実施いたしました。

　　　(前期)平成13年12月10日に130,398千円(１株につき５円)の中間配当を実施いたしました。

任 意 積 立 金 取 崩 額

当 期 未 処 分 利 益

対 前 期 増 減

( △ 印 減 ）

任 意 積 立 金
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１０－４．税効果会計関係
（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期 前 期
繰延税金資産 百万円 百万円
　賞与引当金損益算入限度超過額 60 28
　未払事業税 24 ―
　土地 ― 90
　関係会社事業損失引当金 165 113
　有価証券評価減 1,412 1,252
　貸倒引当金算入限度超過額 1,046 781
　役員退職慰労引当金 258 282
  有価証券評価差額金 492 611
  その他 66 36
　評価性引当額 △681 △415
繰延税金資産の合計 2,843 2,781

繰延税金負債
  固定資産圧縮積立金 △176 △205
　特別償却準備金 △3 △3
　その他 △0 △65
繰延税金負債の合計 △180 △274
繰延税金資産の純額 2,663 2,507

（２） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
（当期）
当期は法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因については、

税引前当期純損失のため、主な項目別の内訳は記載しておりません。

（前期）
前期は法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因については、

税引前当期純損失のため、主な項目別の内訳は記載しておりません。

（３） 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布
されたことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16
年4月1日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の
42.0%から40.44%に変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負
債の金額を控除した金額）が98百万円減少し、当期に計上された法人税等調整額が
79百万円増加しております。
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１１．役員の異動

　１．代表者の異動予定
　　　該当事項はありません。

　２．その他の役員の異動予定
　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　　　　上
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